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損害賠償請求基準について

1.肉牛

関係 JA・団体担当課長会議 (8月 10日及び9月8日開催)、汚染稲わら給与に

係る損害賠償請求に関する会議(全農畜産事業本部主催、 8月 25日開催)等の協

議結果をふまえ、 7月8日以降出荷分の肉牛の損害賠償請求については、次のとお

りとする。

1.肉牛の損害賠償請求については、『様式 畜産⑦』により、とりまとめる。

( 1 )考え方

別紙のとおり。

7月8日以降出荷分については、単純に価格下落幅を請求するのではなく、牛

の価値に、出荷制限に伴い生じた営業損害(期待すべき所得の損失)、かかり増

し費用を加え、請求する。

請求金額=下記により計算した基準額一販売金額

福島県協議会の損害賠償請求の基準額 = 

牛の価値

(原子力損害賠償

に関する家畜評

価の算定方式に

よる)

営業損害

(出荷制限(白粛)により

+ 1適正な出荷が不可能とな 1+ 
り得られなくなった所得)

余分にかか

る経費

(動物薬品、

ビタミン弗Ij)

(2)留意点

ア.様式 畜産⑦の中の「販売額⑤Jには、福島県肥育牛出荷円滑化対策協議会

が実施する「肥育牛出荷円滑化対策事業Jによる支援交付金単価を用いる。

(支援交付金単価で、出荷円滑化対策協議会に対し、販売したものと解釈す

る。)

イ.出荷制限により増嵩した費用として、 r( 1 )評価基準額jの「生産費加算」
の欄に、診療費・ビタミン剤費用として一律 r3，000円Jを記入する。
また、牛が死亡してしまった場合、その処理費用は r( 3 )販売額jの「噌
嵩経費⑥」に記入する。

2.子牛の損害賠償請求については、『様式畜産③』により、とりまとめる。

(1)考え方

-別紙Ar子牛市場の価格暴落に伴う損害賠償請求の考え方Jのとおり。
7月日日以降出荷分については、価格下落幅が著しく拡大したので、基準と

なる全国平均単価を算出する際、和牛子牛については、影響のある 8県 10市

場を除いて計算した単価を基準にする。 F1、乳牛子牛については、農畜産振興
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機構が示す家畜市場平均を用い、影響のある l道 9県の市場を除いて計算した

単価とする。

また、価格下落幅が 30~40% と著しく、いわゆる「良い牛」の手取り額が大

幅に減少しているのを補うため、血統を評価し加算する。

-市場開催自粛による飼養期間延長による損害については、『家畜の処分による

損害』の評価に用いられている 1日/頭あたりの費用を、市場開催が延長され

た期間に乗じて損害額を求める。

( 2 )様式は、別紙『様式畜産③』のとおり。

3.廃用牛の扱いについて

( 1 )考え方

別紙B r廃用牛に係る損害賠償請求の考え方」のとおり。
• 7月 14日からの出荷自粛および7月 19日からの国からの出荷制限、および汚
染稲わら給与に関する影響により、搾乳・繁殖牛の廃用時におけるいわゆる風

評被害と出荷制限による飼育経費の発生、および営業損害について損害賠償を

請求する。

出荷停止による増高経費については、廃用することが明らかで、 7月 8日か

ら出荷日までの期間について、『家畜の処分による損害』の評価に用いられて

いる 1日/頭あたりの費用を乗じて求める。

廃用牛の肥育に関する請求については、『肉牛の出荷制限による損害賠償』で

請求する。

( 2 )様式は、別紙『様式畜産⑨』のとおり。
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肉牛の出荷停止等に係る営業損害の考え方

1.営業損害の根拠

出荷制限や出荷自粛となった生産者は、適正な出荷がおこなわれなくなったことで、

本来、出荷により得られる予定の所得が減少することになる。

畜産経営では、家畜の適正な出荷や導入を繰り返す(畜舎の回転率等で表す)こと

で1頭当りの生産原価の増加を抑え所得を確保している。また、回転塁揮を高め固定費

の削減等、低コスト化に努め、より所得向上を目指している。

このことから、出荷制限や出荷自粛による出荷遅延の損害を、「経営の悪化=営業

損害」として整理し、損害賠償請求をおこなうものとする。

2.営業損害額算出の考え方

出荷遅延による損失を補うため、 R刻字棚卸家畜をもって割増評価し、算出する。

( 1 )出荷停止や出荷自粛による影響期間を、次の事項に留意のうえ確定させ、 1か年

で割り返し影響割合を算出する。

ア 平成田年7月8日(肉牛の出荷停止となった日または販売停止となっ

た牛肉の屠場搬入日)と出荷再開までの期間。

イ.出荷再開後、全頭検査や全戸検査をすすめるなかで、平成田年7月7

日以前同様に通常の出荷ができるようになるまでの期間。

o 3か月の遅延 3/12か月 =25%
o 6か月の遅延 6/12か月 =50%
※ 福島県では、 8月下旬の出荷再開を想定し、当面郡山屠場での屠畜のみをすす

めることから、正常な出荷ができるまでに3か月程度かかるものと設定している。

( 2 )営業損害額を算出するための月齢ならびに営業損害額を設定する。

ア.肥育月齢(日数計算は1月30.4日とする)

福島県のデ}タは次のとおり。

0'1'日牛肥育期間 20.7ヶ月

O交雑肥育期間 25.4ヶ月

O 乳雄肥育期間 21.1ヶ月

イ 1頭当りの所得(営業損害単価)

0和牛肥育 144，094円

。交雑肥育 158，032円

。乳雄肥育 62，971円

(注)この数字は、避難地域における休業補償額を算出する際に設定したものである(別

紙E参照)
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和

牛

1巴

育

3.営業損害額の算定方法

家畜評価の1日l頭当り家畜評価単価に営業損害単価を加算する。

営業損害単価

m口牛肥育:144，094円/(20.7か月 X30.4日) X25%=立立旦
O交雑肥育 158，032円/(25.4か月 X30.4日) X25%= 52 P:J 

O乳雄肥育 62，971円/(21.1か月 X30.4日) X25%=え互旦

(例示)損害賠償請求額(和牛肥育)

肥育期間中 血統加
導入価格A

の生産費B 算C
l日あたり

言十
基準単価 20.7 月間

A+B+C 
① 10か月齢 (629日)

①X629 

原発避難圏内における
755 

仕掛品の家畜評価額
500，000 474，895 70，000 1，044，895 

出荷に至らず

出荷停 死亡事故とな 813 500，000 511，377 70，000 1，081，377 

J1: Iこ伴う ったケース

家畜
出荷制限解

評価額 除後 lと出荷 813 500，000 511，377 70，000 1，081，377 

するケース

単位.円

実際の 賠償

販売額 請求額

400，000 644，895 

。1，081，377 

400，000 681，377 

注1.基準単価欄の 755円は、 5月初日付け「原子力損害賠償に関する家畜評価の算定方

式」で定めた 1日あたりの生産費である。

注2 導入価格Aの50万円は例示のために仮に置いた数字である。

以上
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. r家畜資産の処分に係る報告書」作成コ}ド

Eしてい IJに分類，吏寸

12干} 仁悪事 醐一首

書彦有 ! 

特記事項
!~.育 一嘗 酷畠 春豚

~1 

<: "，，' リ 一

3.生産費試算表
:単位・ 可)

畜1霊メ 1 1数

車入
自 日|

謹生 トー:~
トぃ9:5

。.0

藷霊草
~日 。.0

日 。 0.0 
10 28¥ 9: 5 
11 [1 289 9.5 

18: 6. 
13 (雄) 662 183 6.0 
14 (U!1， 日日2 18: 日4

15 入) 。 54. 000 
16 匹(家 日74.000

9入) 887 C 轄産} 88i 。 OOC 。。 OOC 。
160 ooc 。
160 ooc 。

23 160 。 。
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4.加算額試算表
( 1 )血統加算

( 2)繁殖能力・牛群検定評価加算
ヂサ 、由時柚由州.闘訓害時&m雪司
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. (3)資質・体系加算 (4 )妊娠牛(胎児品種別)加算
泌1: ne'! 3な場付ま 1: 」皇隼」円)

¥ 
樫名 資質・体型
利回 A 

〔区 工
60，口00 )0，000 )，00口
60.000 }日，000 5.000 

ー~ー~~ー~~~~~~~』 」胎畜児撞晶名
妊9量牛

! 1 受耕積
2 3 

品量

和牛子牛

和牛子牛

札オ

i) 

l) 離宮
( 

(1 慌事i(i

191 1，000 
191 

山泣w辺包00 ~5 ， 

[5， 

龍 100 
100 
100 

ヰ臨時
川DO

h 

5 販売区分

率
T;: ，噸甘はZ国l'1ー車よ田 り ，，;rし7こ ?己Z口。

島 へ販室長tcj3_
，~対且宜 l成立
:畜日

6 
7 (移動・販売のため待機)
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様式畜産⑦-1 生産者記入

[出荷停止に伴なう肉牛の損害】

[記入例 ) 

農家別家畜資産台振(1/2)

|言求月度| 月 | 

販売基準日(死亡・安楽究室む) (1 )評価基準額

導入価格(税抜き) 生産費加算(税抜き)
No 音程 個体識見 N札 生年月巨 生後

年月日 販売方玄 月齢 購入 自家産 対象期間
〔月) 導入価格 基単価準 生産算費加

年月日 価格 慌格 基準補正期間

111 繁彊牛{購入) 1111111111 "2口.01.日1 H吃3.07.20 3 市場販売 42.6 H1D.1口1日 500，ロ00 500.000 1，013 日1，日13 。418，000 
21 2 繁殖牛(自家産〕 2222222222 "2口刀1.01 H日23.07.20 3 市場販売 42.6 537.00C 537.000 1.296 011，29町 。418，醐
31 10 和牛"育(雄〉 3333333333 H21.01.日1 H23.08.3口 1 死亡 31.9 Hll.10.17 48o.OOC 486.000 "2 01 682 813 554，4o6 

41 11 和牛肥育 〔雌〕 4444444444 H2i.OI.日1 H23.日8.30I 1 死亡 31.9 4B6，OOC 486，000 971 289 682 813 554，466 

5 

6 

7 

8 

g 

~ 。 10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 / 

17 

18 

19 

20 

21 

" 
23 

24 

25 

合計 2，0口9，口口口

(小税計控fきD〕

918.0口011

955.0001 1 

1，04日，46611

1，04日，4661，1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

3.953.932 

調査日

住所

氏名

電話番号

組合員恥

(2)加算額

血統 | 繁殖能力| 資質 | 鮭主高費費用
血統 |牛措定| 体系 |増

上段:肉用牛、下段:搾乳牛

70.0001-1 50.0001 1 150.00011 3.000 

70，00011 50.0001 1 oO，O口口 1 3，000 

70.0001 1 011 011 3，000 

70，0001-' 011 011 3.000 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 

1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

1 1 1 

印

①-lNo..l 

波

2包 @喧家=%畜(①x評+消価申費額)税X 

(小説計抜@き)
率
③ (読込み〕

183.00C 1，156，050 

18~ρ。。 1，194，90日

73，OOC 100 1，169，14日

73.0沿0 1，169，14口

t 

¥ 

512，000 側訓|
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」

様式畜産① 2 JA.全農記入

[出荷停止に伴なう肉牛の損害]

※死亡牛処理費用については増高経費に入力する。

販売内容 (3)販売額(税込み)
(損生害産額者)

販売額 増高経費 '1、計:Ll (税込み〉
N， 董種

年月目 叛売方支云
骨 骨 :Ll~⑤@ ⑥=@ー①

'1' 1繁殖牛(購入) H23.07.2D 市場販売 840.000 840.000 3i!i.05C 

'1 ' 1臨牛(自家産) 日23.07.20 市場販売 840.000 840.000 354.90C 

31 10 和牛肥育 (雄〕 H23.08.3C 死亡 12.00C -12.000 1.181.140 

41 11 手口牛肥育 (雌) H23.0包.30 死亡 。 1，169，14口

5 

6 

7 

8 

g 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

2c 

z1 

" 
z3 

" 
" 

会計 1_68日日日日 12.000 1_66且口口口 3，021，230 

農家別家畜資産台帳(2/2)

JA損害額(読彼き〉

三数料 奨励金 計(C) 手数料

骨 唖 ⑪=喧+⑩ 骨

3，010 3.010 ミ010

3.380 3.380 3.380 

11，249 11.249 11.249 

。

17.639 。 17.639 17.639 

E出向田

開 J陸海

① 作業E誌(富車計画]

@ 量豊田生産量【血骨量、直亮呈1田毘障

@ 出砧額

@ 間牛血奇車内容

@ 開 '0舞踊融書
@ 威亮先の位切否

作成者

全長短害額(貌抜き)
請求総計

奨励金 計(0)

申 骨=⑫+骨 申+⑪+@ 有祭

ミ010 322，010 有

3.380 36t，6fi日 有

11，24S 1，203，638 有

。 U69_14日

。 17，639 3.056.508 

芭果関係

@ 市得でO~，問客C廃棄〉

@ .開

⑨ 

⑮ 

⑪ 

@ 

証拠資料

種類

申申

@由

①申申

印

① 2No.1 

備考 確認印

出荷停止に伴なう損害

出荷停止に伴なラ損害

出荷停止に伴なう損害



【種雄牛血統評価】

修正した情報

追加した情報

占9山g町叩ど2必必i泌也雌i補l逼踊語
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子牛市場の価格暴落に伴う損害賠償請求の考え方

平成23年7月 14日の福島県からの出荷自粛要請、 7月 19日の国による出荷

自粛及び汚染稲わら給与に関する影響により、子牛市場の価格が暴落している

ため、今後の損害賠償請求の考え方について次のとおりとする。

1 .子牛市場価格暴落の要素

( 1 )肉牛の出荷自粛

汚染稲わら給与による肉牛からの高濃度のセシウム検出により、平成 23

年 7月 14日に福島県から肉牛の出荷自粛が要請された。引き続き 7月 19

日には、国から肉牛の出荷制限の指示が出されたことにより肉牛の流通が止

まった。そのため牛舎に空きがなく、新たな導入ができないため子牛市場の

購買者も減少し、価格下落につながった。

( 2 )汚染稲わらの給与及び流通

国は『肥育牛に給与される、粗飼料中に含まれることが許容される放射性

物質の最大値が 3，000ベクレル以内」としている。

しかし、導入した素牛の糞から放射性物質が検出されるケースが発生し、

特に県外では大きな問題となっているため、購買者の足を遠ぎける結果と

なっている。

( 3 )価格の推移

和牛においては、このことにより福島県家畜市場では4月と比較して、 6

月までは 12.4%、 7月以降、 8月までが 25%も価格が下落している。

2. 損害賠償請求の考え方

前項のことから、価格暴落に伴う損害賠償請求の考え方を次のとおりとする。

( 1 )対象となる家畜

平成 23年7月8日より市場上場・販売された子牛(黒毛和種、交雑種、

乳雄)

( 2 )損害賠償請求額の算出方法

ア.通常出荷で価格下落の影響を受けた子牛

過去3ヵ年の実績に基づいた月単位の当該市場と全国平均の割合、及び

価格下落被害が発生している月の同割合を算定し、差を販売金額に乗じて

損害額とする。

しかし、汚染稲わらの流通により、流通先の家畜市場でも影響を受けて

7
J
 
1
 



いるため、その地域は全国平均の算出より除く。

《 和牛子牛 》

全国平均:全農が定める全国主要家畜市場平均

全国平均よりの控除地区・北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、

栃木県、岐阜県、島根県 (8道県、 10市場)

《 乳.F 1初生牛 》

全国平均:農畜産振興機構が示す全国主要家畜市場平均

全国平均よりの控除地区.北海道、岩手県、山形県、茨城県、栃木県、

群馬県、千葉県、埼玉県、静岡県、岐阜県

また、 7月 8日以降に出荷した子牛については、『原子力損害賠償に関

する家畜評価の算定方式』に基づき血統加算する

肉牛の出荷停止に伴う損害賠償請求の考え方に準ずる。

イ. 市場開催自粛による飼養期間延一長による損害

「家畜の処分による損害(家畜評価)Jの評価に月いられている 1日/

頭あたり費用を市場開催が延長された期間に乗じて損害額を求める。

(子牛の生産費用:887円/日/頭)

3 風評被害に係る誇求について

肉牛出荷に係る損害賠償請求額の算出は、いわゆる風評被害との位置づけで

全国市場平均価格と当該市場の差額割合をもとに算出し請求してきたが、 7月

8日以降の東京市場相場の異常建値と出荷制限及び汚染稲わら流通問題によ

り、適Eな損害賠償請求額の算出はすべて前項により算出する。

以上
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様式音産⑨-1 [生産者記入]

価格下落等の被害に係わる報告書(子牛)

所
[deAOIJ 1 提出日 平成田年9fl:30日

請求月度 8 月 名亡 C 0 印
t話番号: 11 

守蕗組合罫員コード
販売価格

販全売国(砂月対も)比の 販売比(号減率" 少
損失金額 血紙調算 備考

記番入号
生体重量

回f日数) |損害(門錨) No 出荷日 販貫目 出荷先 個体識別恥 品種 性別
(円〕 (円) (円) (円) (円)

〔面積差由理 確認印

はg) ① a IID ⑤ 申 ③ 
有祭 種語 由)

H23.B H23.B H一四c3 相牛 去努 32C 350，000 102.1 97.4 5 19，198 70.00C 89.198 有 (J)包庖)

H23.8 H2，3.8 和牛 雌 300，000 02.1 97.4 5 ;，456 50，OOC 66，456 有 :D@@ 
J ※注1 h 
ゲ 八 h 1¥ 1¥ 

ノづと/ 1 
百Fょ ¥ ¥ イゴ宮正 仁ゴ

l 

ト一一一 l押印する に寸

入する園1頭毎
，.~~ '0.>=嶋A 出

→ 「るo(A=7口千円、6=50千円、C 口千円)。υ1 

A 口 l 6C 650.000 35.654 155.654 

※注1 市場開催延期〔出荷自粛)分については、珪期白数X1日1軍当りの生産費887円で求める。

(生産置については、避難区域での家苦評価耳出援を用いる.) 

※連2 計草式⑤~(① (1ベal/10D))ベEとなる。
※注3 血統加算については、原子力損害賠償に聞する家畜評価の算定方式に墓づき加算する固



1 
」

o) 

全国和牛素牛平均比較表〔東京電力撞害賠償請求基礎資料 2011/0. J)・・..・23年7月・8月全国平均分より、北海道・青森・岩手・宮主 A島・栃木・岐阜・島根の価格を除いて作成

全国平均価格全国本部和牛素牛全国主要市場成績表

福島県家畜市場平崎価替 県本部農協別租牛成績表了黒羽J



【参考資料3】

福島県乳牛平均比較表(東京電力損害賠償請求基礎資料 2011/09/8)
来平成田年7月-8月全国分より、北海道、岩手県、山形県、京域県、栃木県、群馬県、千葉県、埼玉県、静岡県、岐阜県白価格を除いて作成。

く基礎デタ〉
4 福島県家畜市場平均価格 県本部農協別成績表「乳牛 F1J
吋 農畜産業振興楼構商用子牛取引情報

く基礎デタ〉
福島県家畜市場平均価格今県本部農協Jjlj成績表『乳牛田F1J
農畜産業振興樺構 肉用子牛取引情報



廃用牛に係る損害賠償請求の考え方

平成23年7月 14日の福島県からの出荷自粛要請、 7月 19日の国による出荷

自粛、及び汚染稲わら給与に関する影響により、搾乳・繁殖牛の廃用時におけ

るいわゆる風評被害と出荷停止による飼育経費の発生、ならびに営業損害を含

め、今後の損害賠償請求の考え方について次のとおりとする。

1 対象となる廃用牛

対象となる廃用牛は、次のとおりとする。なお、証拠書類等が整備された

ものに限る。

( 1 )搾乳牛

平成田年7月8日時点で種付実績がなく、最終分娩後8ヶ月を経過した

もの。

( 2 )繁殖和牛

平成 23年 7月8日時点で種付実績がなく、最終分娩後 4ヶ月を経過した

もの。

なお、肥育転用廃用牛は『肉牛の出荷停止に伴なう損害賠償の考え方』

により算出する。

( 3 )共通

平成 23 年 7 月 8 日 ~8 月 25 日の聞に獣医師により予後不良と診断され

たが、出荷制限により出荷できなかったもの。

その他の事由により廃用する場合はその都度相談する。

2目損害賠償請求の考え方

( 1 )価格下落(いわゆる風評被害)に係わる損害賠償

価格下落額は枝肉販売価格差をもって算出する。なお廃用牛については、

市場価格の公示がないことから、比較対象とする販売価格は、 ]A単位や

生産者毎の過去実績をもとに品種目Ijに設定する。

( 2 )出荷停止による増高経費

廃用を予定していたが、出荷停止により飼育を延長することになったた

めにかかる費用を算出する。費用の算出は、延長した日数に『原子力損害

賠償に関する家畜評価の算定方式』で定めた品種別の単価を乗ずる。

ア 出荷延期した日数の算出方法

平成 23年7月8日から出荷日の期間とする。

イ.品種別単価

且い
V1
 



①搾乳牛 684円/頭/日

②繁殖和牛 755円/頭/日

( 3 )営業損害の算定方法

上記で算出した出荷延期日数分で本来得られるべき所得を営業損害とす

る。

ア.一頭当りの所得

。搾乳牛 390，063円/頭/年

O繁殖和牛 262，749円/頭/年

※1頭当りの所得には家族労賃を含む。

イ.営業損害算出

O搾乳牛 390，063円/頭/年 x X 

0 繁殖和牛 262，749円/頭/年

365 (X:出荷延期した日数)

x X 

365 

3町その他

( 1 )損害賠償請求から控除が必要な事例

ア.共済金(受け取り分) : 家畜共済金など

イ.補助金 肉用牛経営緊急支援事業に関わる補助金など

以上
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様式畜産⑨ー廃用牛 【生産者記入]

価格 喜等の被害及び営業損害に係わる報告書(廃毘 ノ

提出日

住所

畜種 搾乳牛

繁殖和牛

過去3ヵ年
嗣養延長 掴養延長 〈控受除取金共額済

請会求金計盟 ~有無証盟賞種料類枝問 仕切単価 販売実龍
旺売格差

核開請求 掴養延長
による による

と畜目|販売目|出荷先l個体制抽|畜種|格叶重量 (韓依き〕 〔税価抜格き) 金額 期間
増高桂費 宮業損害

金) (呈取
〔税込〕

捕助金)
(kg) 1 (円jkg) (円jkg) 〈円jkg) (円〉 (日) (円〉 (円〉 (円) (円)

l 請求月度 l 月度l

Nol出荷日

氏 印名

電話番号

組合員肱:

備考
(価格差の翠由)

確認印 l記入番号
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1 出荷停止による増高経費産出基礎
①飼葺期間延長の基準日

②品種別単価

搾乳牛
車殖和牛
哩営業損害瞳

搾乳牛
草殖和牛

|平首23年7且C7邑 l 

I 68~リ円jj屡U目

I 75叶円ノ頭/日



1 .牛肉からセシウムが検出された問題

( 1 )経過と政府の動向等

0 政府は、 7月 19日に福島県、 28日に宮城県、 8月1日に岩手県、 2日に栃木

星ι盆L、飼養されている全ての牛について県外への移動及びと畜場への出荷
を差し控えるように県知事へ指示した。

0 政府は、 8月19日に宮城県、 8月25日に岩手県、福島県、栃木県におい
て飼養されている牛の県外八の移動及びと畜場への出荷に係る制限について、

一部解除したn

o 9月14日現在、規制値を超えた稲わらを給与した牛を飼養している農家がい
る県域は16道県、その疑いのある食肉が流通しているのが沖縄県を除く全県域

となっている。汚染稲わらを給与した牛4，796頭のうち検査頭数は 1，422頭で

あり、うち、 86頭の肉から規制値を超える放射性物質が検出されている。

o 8月 5日に政府が公表した「新たな対策|について、必要な原資を国費から
供給するなど一定の前進はあったものの、依然として民間任せの世議Eみであり、

生産現場の不安を払しょくするものとはなっていない。

0 特に、 「国産牛肉信頼回復対策」については、汚染牛肉を一般ごみ業者や産
廃業者が安易に引き取るとは思えず、国から行政に強い指導が必要である。

そのため、 JAグループβでは、引き続き、政府の責任で汚染された牛肉を買

い上げ、適切に処分すること等について要望してし、く。

0 また、 「肉用牛肥育農家支援対策」では、県畜産協会等が事業実施団体とし

て対応がすすめられており、すでに要綱が設定され、緊急支援金を交付または

交付予定の県は岩手県、宮城県、福島県、栃木県の4県となっている。

4
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平成23年9月14日

放射性セシウム汚染穏わらの利用肉用牛肥育農家の概要

詰当牛l式出掛簡易7]H~l:仁両雄裕結早にIHぎ映しでいた
牛肉の全盛が左高場等で保管きれてい品牛(檎島県11

L.廃照雄牛在出荷した事1例がある
44戸174ll真)。
1戸がある{当該農家からの出荷額数229讃)。

農林水産省 (平成23年8月5日)
【牛肉・稲わらからのセシウムが検出に対する新たな対策1

0肉用牛肥育農家支援対策新スキーム【約755億円】
(1)汚期百わらが給与され、全頭検査・全戸検査を劫面することとなった県の肉用判巴育農家。域緊の資金繰りの

ため、畜産関係団体が肥育農言むと対して、飼養頭数。巴育牛)1頭当たり 5万円を支援する事業

ω出荷された牛の価格が下落した場合に、価格下落分を支援する事業
(検査の結果、暫定規制値を上回った場合同点実質的に買上げ処分を行う)

(3)出荷制限早に関して、県関係団体による出荷遡江牛の実質買上げを支援する事業

(注)日月 19日付けで ω及び(①の事業を迫力日した。
※知量牛を販売した際賠市賞金を受け取った際に精算することを劃ドに返還

会頭検牽・全戸検査実施県の
!I'J，奇縁家

鐙童生盈主会主虚血室生
X1草百当たり5方向

を;Ii:!墨
〈対象ホの員長宛持!こ返潔〉

十

※検査の結果、萱塁盗鎧盈'fi:
F目i尚した場合は、事足笠笠じよ
丘準金
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2.政府等の原発事故賠償への対応

(1)紛争審査会におけるとりまとめ

0 第3回原子力損害賠償紛争審査会 (4月 28日)において「原子力損害の範囲

の判定等に関する第一次指針」を、第5回紛争審査会 (5月31日)において「第

2次干齢十」をとりまとめた。

0 第 10回紛争審査会 (7月 14日)において、専門委員報告による報告書が提
出され、第13回紛争審査会 (8月5日)において「中間指安打を決定した。

0 文部科学省は、損害賠償で和解仲介を行うため、紛争審査会のなかに、弁護
士や法律関係者からなる「特別委員jでつくる専門組織「原子力損害賠償紛争

解決センターJを設け、 9月1日に開所された。 I原子力損害日剖賞紛争解決セ

ンターJの運営費は第2次補正予箪で 10億円が計上されているn

(2) r支援機構法案」ならびに「仮払い法案」の動向
0 自民党をはじめ野党が提出した「原子力災害による被害に係る緊急措置法案

(仮払い・基金等法案)Jは、与里子党協議による修正のうえ、 7月29日に参議

院本会議で可決・成立したn 現在、施行に向けて検言材2進められているn

o 6月 14日に閣議決定された「原子力損害賠償支援機構法案lは、与野党協議
による修正のうえ、 8月3日に参議院本会議で可決・成立したの

現在、機構の設置に向けて調整がされているが、東京電力は、機構の設置を

受け、 10月以降に日剖貰請求の本払いを行うことを検討している。

【原発事故による損害発生県(農畜産物、 9月16日現在)】
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*摂取制限i原子力災害対策特別借置法にもとづく政府による摂取制限指示

*出荷制限原子力災害対策特別措置法にもとづく政府による出荷制限指示

*自粛牧草利用については農林水産省が定めた暫定許容値を超えた地域に対する県の自粛指示、茶出荷については茶工場

単位での県の自粛指示、牛肉については県の自粛指示またはJAグlレープ等による自粛、堆肥については農林水産省による
自粛指示

く中間指針の概要(農業関係)>

C今後の状況変化に伴い、必要に応じて指針で示すべき事項につして検討。

1 .政府等による農林水産物等の出荷制限指示等に係る損害

営業損害、就労不能等に伴う損害、検査費用(物)

2 いおゆる風評被害

任濃林漁業の「風評被害」
ア.農林産物福島、茨城、栃木、群馬、千葉、埼玉

イ お茶 I 福島、茨城、栃木、群馬、千葉、埼玉、神奈川、静向
ウ畜産物 I 福島、茨城、栃木

エ花き 福島、茨城、栃木

オーその他 福島
力 牛肉(7月8日以降)北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、茨城、栃木、群馬、

埼玉、千葉、新潟、岐息静岡、三重、島根

※7月怨Bまでの状況であり、これ以外の都翻鴇においても、上記の宗と馬様の状況にあることが
認i帯された場合iま、これらの道県と同様に扱われるべきである。

※出荷制限指示があった区域以外でも、一定の地域については、その地理的特徴、流通実態等から
同様の心情に至ったとしてもやむを得ない場合があると認められる。
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